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下記により、会派において調査（視察）が終了したので報告します。 

 

記 

 

期 間 令和６年１月２４日（水） から 令和６年１月２５日（木）まで 

調査（視察）先 

調 査 項 目 

１． 茨城県土浦市 

『予算決算審査の所管の常任委員会への分割付託について』 

 

２． 内閣府内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局 

『デジタル田園都市国家構想について』 

 

調査（視察）目的 

１．『予算決算審査の所管の常任委員会への分割付託について』 

以前は本市でも予算決算審は所管の常任委員会への分割付託を行ってい

たが現在の一括付託の形式になっている。今後の本市の予算決算審査の

精度を高めるためにもさまざまな方法を学ばなければならない。分割付

託を経験している現役議員も少なくなり一括付託でない方法を本議会の

中では学ぶことが困難になっている。土浦市での予算決算審査について

調査する。 

 

２．『デジタル田園都市国家構想について』 

「デジタル田園都市国家構想」が実現しようとする社会を目指し、デジ

タル技術の活用により、地域の個性を活かしながら、地方の社会課題の

解決はかる為に研修を受ける 

 

調査（視察）内容 

１．『予算決算審査の所管の常任委員会への分割付託について』 

〇土浦市は人口約１４万人（天童市約６万人）、面積約１２２㎢（天童市

約１１３㎢）です。土浦市議会は議員数２４人（天童市議会２１人）、

予算決算を除く常任委員会は３委員会（天童市議会同数）で、各常任

委員会の定数は８人（天童市議会７人）、政務活動費は年額３０万円（天

童市議会年額１５万６千円）となっている。 
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〇予算決算審査は常任委員会となっているが、これまでは特別委員会で

あった。平成２９年までは各常任委員会から委員を選出して構成して

いたが、令和元年から歳入は全議員、歳出は各常任委員会に分割し付

託していた。令和２年から常任委員会となり、予算決算の一般会計の

歳入は全体で、一般会計の歳出と予算決算の特別会計は各常任委員会

（分科会）に分割し付託されている。分割審査した議案は予算決算の

常任委員会の全体会に報告され予算決算の常任委員会として採決し、

議会最終日の本会議に予算決算の各常任委員長が報告する。 

〇天童市議会が以前採用していた予算決算議案の分割審査の流れと似て

いるが、違っている主なものとして「歳入」と「歳出」を切り離して

取り扱っているところが挙げられる。土浦市議会様の説明にもありま

したが、議員の質疑が「歳入」に止まらず「歳出」にまで及ぶことが

あり、委員長が発言を制止することがあるとのこと。やはり「歳入」

と「歳出」は関連性が高いので切り離すことの方が難しいのではない

か。天童市議会では以前から「分科会」と「全体会」の違いはあるが、

「歳入」と「歳出」は合わせて審査している。また「歳入」だけの審

査は、質疑内容に偏りがでてくる上、質疑そのものが少ない傾向にあ

るとのこと。自主財源と違い国や県の補助金について歳入に限定して

質疑を掘り下げるのは限度があるのではないか。 

〇定員８人の各常任委員会に所管ごとに分割し審査することの効果をも

う少しお聞きしたかった。予算案の歳入について全体審査を取り入れ

たものの、一般会計歳出と特別会計、決算案の分割審査を継続して採

用していることから考えると、分割審査に議会運営上の何らかの優位

性があるのではないだろうか。アメリカのあるシンクタンクは、集団

での議論がより効果的に機能する人数は５、６人という研究成果を報

告している。この数字を参考にすれば、８人は若干多いように感じら

れるが、２０人以上の集団で議論するより遥かに個々の能力が発揮で

きるのではないかと推測する。 

 

  

 

２．『デジタル田園都市国家構想について』 

〇デジタル田園都市国家構想総合戦略 

  【デジタル人材の育成・確保のための重点領域】 
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①デジタル人材育成プラットホームの構築 

②職業訓練のデジタル分野の重点化 

   ③高等教育機関等におけるデジタル人材の育成 

   ④デジタル人材の領域への還流促進 

  【デジタル人材地域還流戦略パッケージ】 

   地域へのデジタル人材等の還流と地域人材市場の育成、マッチングビ

ジネスの早期市場化・自立化を図ることを目的に、「デジタル人材地域

還流戦略パッケージ」を集中的に実施。 

   ①地域企業への人材マッチング支援：プロフェッショナル人材戦略拠

点と、地域金融機関、株式会社地域経済活性化支援機構が緊密に連

携して行う取組を強化するとともに、スタートアップの実情を把握

するベンチャー・キャピタルやスタートアップ専門の職業紹介事業

者等とも連携し人材マッチングを支援。 

   ②地方公共団体への人材派遣：地域課題解決において中核的な役割を

担う地方公共団体に対するスキルの高い外部人材の派遣を促進。 

   ③起業支援・移住支援等：デジタル等を活用した地域の社会的課題の

解決を目指す起業等を支援。 

  【地方創生移住支援事業】 

   東京圏から地方へ移住して地域企業への就業や社会的起業等をする移

住者に支援金を支給（最大１００万円、１８歳未満の子どもを帯同し

て移住する場合には子ども一人あたり最大１００万円を加算） 

【地方創生起業支援事業】 

   地域の課題に取り組む「社会性」「事業性」「必要性」「デジタル技術の

活用」の観点をもった起業（社会的起業）等をする者に支援金を支給

（最大２００万円） 

〇地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化 

 ※基幹業務：住民基本台帳、戸籍、固定資産税、住民税、軽自動車税、

印鑑登録、選挙人名簿管理、児童手当、児童扶養手当、国民健康保

険、国民年金、後期高齢者医療、介護保険、生活保護等（２０業務） 

 ●共通的な基盤やデジタルサービスの機能については、デジタル庁が

調達・構築し、地方自治体が必要に応じ利用する。 

 ●地方自治体はガバメントクラウド上に構築された複数の標準準拠ア

プリケーションの中から、各業務で一つの最適なアプリケーション

を選択し調達・利用する。 

〇マイナンバーカードの利用拡大 

 ●市民カード化 

  マイナンバーカードで様々な行政サービスが受けられる社会をつく

るため、デジタル田園都市国家構想交付金を活用した取組を支援。 

 ※図書館カード、印鑑登録証、コンビニ交付、窓口ＤＸ、選挙投票場

入場受付、避難所受付、診察券等。 
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感      想 

１．分割審査を経験したことのない議員が大多数となった天童市議会では、

予算決算議案の審査は全体審査しか知らない。全体審査は個人の興味の

ある個別事案に触れることができるが、質疑時間の中で掘り下げるのは

容易ではない。所管の常任委員会での一般議案の審査では、算決算議案

に関連するものであっても、予算決算議案は予算決算の特別委員会での

全体審査となるため、所管の常任委員会では予算決算に触れる議論はで

きない。その点から議論が常に生煮えで中途半端になる感じは否めない。

天童市議会の常任委員会の定数は７人。少人数での分割審査と全体審査

とを比較し、メリットとデメリットを検証してから是非を判断してはど

うか。経験したことのない分割審査を一度試行的に実施することも検討

すべきと考える。 

 

２．本市でも窓口ＤＸとして「書かない窓口」を県内でも一早く導入した点

は、市民の利便性向上という点で評価すべきだ。今後の基幹業務システ

ムの統一・標準化に向けて、国の支援制度を活用し市のデジタル人材の

育成・確保やマイナンバーカードの利用拡大等に積極的に取組み、市民

サービスの向上と業務の省力化の両立に努めたい。 

 

 






























